
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  不動産の現物出資 

Ｑ：不動産を現物出資して会社を作る場合、

税務上どのような取扱いになりますか？  

 

Ａ：不動産の譲渡となり、譲渡所得税が課

せられます。また、時価より受入れ価額が低

い場合には、みなし譲渡課税や株主に対する

贈与税課税の問題が生じます。 

【解説】 

税務では、法人に対する現物出資も資産の

譲渡に含まれ、その場合の譲渡所得の収入金

額は、その取得した株式の時価により計算す

ることとなっています。 

株式の時価とは、現物出資後のその会社の

１株当たりの純資産価額をいいます。 

したがって、不動産を現物出資して会社を

設立する場合には、譲渡所得税が課せられる

ことになります。 

なお、この場合において、法人が不動産の

受入価額を低くしたりして、譲渡収入金額（譲

渡対価としての株式の価額）が、現物出資財

産の時価の２分の１未満となった場合には、

低額譲渡となり、時価により譲渡したものと

みなして課税される（みなし譲渡課税）こと

となっていますので注意してください。 

また、低額譲渡により、会社の株式の価額

が上がった場合には、現物出資した者から現

物出資した者以外の株主に対して贈与があっ

たものとして取り扱われることとなっていま

すので、この点にも注意が必要です。 

Ｒ Ｅ Ｄ Ａ Ｓ   Ａ
リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ

 

１９９４年 １月 ６日 創 刊 ・毎 日 発 行  

リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ Ｆ Ａ Ｘ ニ ュ ー ス  

（２００８年）平成２０年 木曜日   ２１ 月  １ 日  １

発行所 株式会社 
大阪市中央区備後町２－４－６ 
編集発行人：税理士 三輪 厚二  

Tel  ：06-6209-7678

Fax ：06-6209-8145ＦＰシミュレション― 

第 

 

3 6 5 9  

 

号 


